
 
資料２ 

令和８年度（2026年度）北海道医療勤務環境改善支援センター運営方針（案） 
 
 
 

医師や看護師をはじめとした医療従事者の確保を図るため、医療機関自らが勤務環境の改善を進
め、離職防止・定着の対策を講ずることができるよう、医療機関の自主的な取組に対して支援を行う。 

 
 
 

 
○ 令和６年４月から医師の時間外労働の上限規制が施行され、医療機関からの相談内容も関連す
るものが多い状況にあることから、引き続き、医師の働き方改革に関するきめ細かな対応が必要
であること。また、ハラスメント対策などの勤務環境改善に関する相談が増えつつあり、対応の
検討を要すること。 

 
○ 特例水準のうちＢ水準及び連携Ｂ水準については、２０３５年度末で解消されることとされて 
おり、特定労務管理対象機関においては、医師労働時間短縮計画に基づき、医師の時間外労働の 
短縮に向けた取組が必要であること。 

 
○ 今後、生産年齢人口の減少に伴い、医師や看護師などの医療人材の確保がより困難となる中で、
医療機関における離職防止・定着の促進を図るためには、勤務環境の改善が必要であること。 

 
 

令和７年度 令和８年度 

○ 道内の医療機関において、業務改善や経営  
改善の視点を踏まえつつ、勤務環境改善に向
けた取組を進められるよう支援を行い、経営
の安定化や医師をはじめとする医療人材の確
保・定着をサポートする。 

 
○ 特例水準の解消に向け、医療機関における 
時短計画の着実な実施、評価・改善や、タス
クシフト／シェアの取組、ＩＣＴの導入な
ど、医師の時間外労働の短縮に向けた取組が
加速するよう、それぞれの医療機関の状況に
応じた専門的、かつきめ細かな支援を行う。 
 

○ 医師の働き方改革の取組及び医療機関にお
ける様々な課題に対応した支援を行う。 

○ 道内の医療機関において、業務改善や経営  
改善の視点を踏まえつつ、勤務環境改善に向け
た取組を進められるよう支援を行い、経営の安
定化や医師をはじめとする医療人材の確保・定
着をサポートする。 

 
○ 特例水準の解消に向け、医療機関における時
短計画の着実な実施、評価・改善や、タスクシ
フト／シェアの取組、ＩＣＴの導入など、医師
の時間外労働の短縮に向けた取組が加速するよ
う、それぞれの医療機関の状況に応じた専門
的、かつきめ細かな支援を行うほか、必要に応
じて３年ごとの特例水準の指定更新に向けた支
援を行っていく。 
 

○ 医師の働き方改革の取組及び医療機関におけ
る様々な課題に対応した支援を行う。 

 
 

■ 自主的・自立的に勤務環境改善に取り組む医療機関への支援 
○ 北海道、労働局、医師会、看護協会、北海道医療勤務環境改善支援センター（アドバイザー） 
間での実務者連絡会議等による情報共有 

○ 医療機関への個別支援や各種調査 
○ モデル医療機関の選定・支援 
○ 医療機関における勤務環境改善の取組の情報収集と先進事例の紹介 
○ 各関係団体との連携 

 
■ 医師の時間外労働の上限規制に対応した支援 
○ 特定労務管理対象機関に指定された医療機関における時短計画の着実な実施、評価・改善などの
時間外労働の短縮に向けた支援 

○ 時間外労働上限規制適用後の医療機関の取組における様々な課題に対応した支援 
○ 医療法に基づく立入検査で指摘を受けた医療機関における改善の取組への支援 

 
■ 医療機関の課題に対応した支援 
 ○ 医療機関の課題の把握と解決に向けた支援 

【北海道医療勤務環境改善支援センターの目的】 

【現状・課題等】 

【運営方針】 

 

【令和８年度の主な取組】 


